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1.  21年5月期の連結業績（平成20年6月1日～平成21年5月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年5月期 45,355 △3.0 1,186 △9.0 675 △51.9 △1,709 ―

20年5月期 46,781 0.2 1,303 376.5 1,404 1.9 294 52.0

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年5月期 △34.75 ― △2.2 0.7 2.6
20年5月期 5.96 ― 0.3 1.4 2.8

（参考） 持分法投資損益 21年5月期  ―百万円 20年5月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年5月期 85,602 72,399 84.5 1,574.47
20年5月期 99,215 84,169 84.8 1,699.24

（参考） 自己資本   21年5月期  72,312百万円 20年5月期  84,098百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

21年5月期 680 2,622 △4,705 5,304
20年5月期 3,410 △979 △624 7,067

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年5月期 ― 10.00 ― 10.00 20.00 989 335.5 1.2
21年5月期 ― 5.00 ― 5.00 10.00 477 ― 0.6

22年5月期 
（予想）

― 10.00 ― 10.00 20.00 89.4

3.  22年5月期の連結業績予想（平成21年6月1日～平成22年5月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

22,500 0.7 500 △48.4 750 561.6 500 ― 10.17

通期 48,500 6.9 1,300 9.5 1,650 144.2 1,100 ― 22.36

－1－



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、22ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、40ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年5月期 50,910,750株 20年5月期 50,910,750株

② 期末自己株式数 21年5月期  4,982,793株 20年5月期  1,420,251株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年5月期の個別業績（平成20年6月1日～平成21年5月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年5月期 32,409 △0.2 406 △21.3 272 △66.3 △1,802 ―

20年5月期 32,467 0.3 516 △15.0 809 △53.1 14 △98.7

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

21年5月期 △36.64 ―

20年5月期 0.29 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年5月期 77,497 68,964 89.0 1,501.57
20年5月期 86,592 78,363 90.5 1,583.40

（参考） 自己資本 21年5月期  68,964百万円 20年5月期  78,363百万円

2.  22年5月期の個別業績予想（平成21年6月1日～平成22年5月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によって予測数値と異なる
結果となる可能性があります。業績予想に関連する事項については、３ページの「１．経営成績 （１）経営成績に関する分析」をご参照ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

15,300 0.1 100 △72.0 500 ― 350 ― 7.12

通期 33,000 1.8 200 △50.8 800 193.3 500 ― 10.17

－2－



(1）経営成績に関する分析 

 ①経営成績 

  当連結会計年度におけるわが国経済は、前半においては原油価格や商品市況の高騰から物価が上昇し、後半におい

ては昨年秋のリーマン・ショックを契機とする、世界経済の急速な悪化を受けて、景気は一層厳しい状況になりまし

た。海外では、拡大が続いていたアジア経済においても成長率が落ち込み、欧米では金融市場の混乱と実体経済の悪

化により景気は深刻な状況になりました。 

 当種苗業界におきましては、引続き花卉消費は世界的に低調な状況にあります。一方野菜については、食の安心・

安全への意識が高まり、消費者の国産野菜への回帰や食糧自給率向上に向けた取組み強化など、一種の農業ブームが

生まれ、これを好機と捉える動きも広がっています。また、環境問題がクローズアップされる中、環境に優しい機能

性を持った植物が注目されております。 

 このような事業環境のもとで、当社グループは、花においては環境浄化植物「サンパチェンス」を積極的に紹介

し、野菜に関してはトマト、ニンジン、ブロッコリー、ホウレンソウなどに大型新商品を投入。販売促進活動を強化

することにより、シェアアップを図りました。また消費者向け事業に関しては、野菜種子及び苗の販売に注力すると

ともに商品別の収益管理を徹底することによって、収益性の改善を実現しました。 

この結果、当連結会計年度の業績は、円高進行の影響もあって、売上高４５３億５５百万円（前年同期比１４億

２６百万円、３.０％減）、営業利益１１億８６百万円（前年同期比１億１６百万円、９.０％減）、経常利益６億７

５百万円（前年同期比７億２９百万円、５１.９％減）となりました。しかしながら、投資有価証券評価損９億３８

百万円、減損損失４億６９百万円など特別損失を１８億４０百万円計上した結果、誠に遺憾ながら、当期純損失１７

億９百万円（前年同期比２０億４百万円減、前年同期は、当期純利益２億９４百万円）となりました。 

  

 ②事業の種類別セグメントの状況 

  a.卸売事業 

  野菜種子分野は、国内部門が業績を牽引いたしましたが、円高進行で円ベースでの売上高が目減りしたこともあ

り、全体では前年同期比減収となりました。花種子分野は、主力商品の低迷が続いております。苗木分野は、欧州が

円高の影響を受けて減収となりました。国内も前年同期比横ばいです。 

 これらの結果、売上高は、前年同期比１９億４９百万円（同５.８％）減の３１６億１６百万円となり、営業利益

は、同比５億１７百万円（同７.６％）減の６２億７１百万円と減収減益となりました。   

  b.小売事業 

  ホームガーデン分野は、野菜種子、苗木、園芸資材を中心に好調に推移した結果、前年同期比増収となりました。

通信販売分野は、野菜が堅調に推移したものの、苗木と資材が低調で、減収となりました。ガーデンセンターは概ね

堅調に推移しました。 

 これらの結果、売上高は、前年同期比９億１１百万円（同７.４％）増の１３１億８２百万円と増収となり、営業

損益は、引続き２億５３百万円の営業損失（前年同期は、営業損失６億６５百万円）ではありましたが、前年同期比

４億１２百万円の改善となりました。 

  c.その他事業 

  造園分野は、民間工事の落込み、公共工事の削減の影響を受けております。 

 これらの結果、売上高は、前年同期比３億８８百万円（同４１.１％）減の５億５６百万円、営業損益は、同比１

億２４百万円減の８２百万円の営業損失（前年同期は、営業利益４２百万円）となりました。 

  

③所在地別セグメントの状況 

  a.日本  

 野菜種子や園芸資材を中心に小売の売上が伸びました。一方卸売の売上は、野菜種子が好調に推移いたしました

が、花種子、球根、園芸資材が低調、苗木が伸び悩みました。品目別には、野菜種子では、ダイコンが低調でした

が、トマト、ニンジンが伸び、花種子では、トルコギキョウ、パンジーが低調でした。 

 これらの結果、売上高は、前年同期比３億７４百万円（同１.２％）増の３０７億４４百万円、営業利益は、前年

同期比１億６１百万円（同 ２.９％）減の５４億５３百万円と増収減益になりました。   

  b.北米 

  野菜種子、花種子とも低調で、現地通貨ベースでの売上は、前年同期比減少し、円ベースでも目減りいたしまし

た。品目別には、野菜種子では、ブロッコリー、ペッパー、キャベツが低調でしたが、ハツカダイコン、ニンジンが

伸び、花種子では、ガーベラは低調ながら、トルコギキョウ、ジニアが堅調でした。 

 これらの結果、売上高は、前年同期比２億３２百万円（同４.２％）減の５２億７０百万円、営業損益は、２億３

百万円の営業損失（前年同期は、営業損失３６百万円）となりました。 

１．経営成績
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  c.欧州 

  野菜種子が好調で、現地通貨ベースでの売上は前年同期比増収でしたが、円高のため円ベースでは目減りしまし

た。品目別には、花種子では、トルコギキョウ、パンジーが低調でしたが、野菜種子では、キャベツが大きく伸び、

トマト、ブロッコリーも好調を維持いたしました。 

 これらの結果、売上高は、前年同期比８億３４百万円（同１２.１％）減の６０億５５百万円、営業利益は、営業

費用の減少により前年同期比１億８２百万円増加して、３億８７百万円と減収増益となりました。 

  d.その他地域 

  南米は、現地通貨ベースでの売上は前年同期比微増でしたが、円ベースでは目減りいたしました。品目別には、野

菜種子では、カボチャ、ペッパー、ニンジンが伸び、花種子では、トルコギキョウ、ガーベラが好調でした。 

韓国は、野菜種子が好調で、現地通貨ベースでの売上は前年同期比増収でしたが、円換算売上は目減りいたしま

した。品目別には、野菜種子では、ペッパー、トマト、ダイコン、ハクサイが伸び、花種子では、トルコギキョウが

伸びたもののキンギョソウが低調でした。 

  これらの結果、売上高は、前年同期比７億３３百万円（同１８.３％）減の３２億８５百万円、営業利益は、前年

同期比８６百万円（同５４.７％）減の７２百万円と減収減益になりました。  

  

④次期の見通し 

  

  

  わが国の経済は、世界的な景気の悪化を受け、企業収益の減少や雇用情勢の悪化に伴う個人消費の低迷が見込ま

れ、マイナス成長が予想されます。また海外におきましても、世界経済が同時不況の様相を呈し、景気の回復には時

間がかかるものと見込まれております。 

 こうした環境下で、国内の売上では、卸売事業は、花種子は市況低迷によって厳しい状況が続くと予想しておりま

すが、野菜種子の堅調な動きを背景に、前期比増収を予定しております。球根は、やや軟調な展開、資材は前期並み

と予想されます。一方、小売事業は、ほぼ前期並みの業績推移を予想していますが、ホームセンター向け事業につい

ては、課題であった商流の整備、関連費用の削減により収益改善が着実に進んでおります。また通信販売分野では、

システムの設備導入を完了、業務合理化および処理能力向上により今後の業績貢献が期待できます。 

 海外の売上は、現地通貨ベースで増収基調を見込みます。欧州は、ブロッコリー、キャベツ、スイカ等の商品を中

心に野菜種子の売上増加が見込まれ、中東、東欧、ロシアなどへの販売拡張を図ります。一方、欧州の景気後退が長

引いていることもあり、花卉事業には厳しい環境が続きます。北米は、野菜種子の増加が期待できます。花種子につ

いても体制の見直しによる生産販売の効率運営を図り、収益性の改善に努めてまいります。南米は、マーケットシェ

ア拡大による野菜種子の増加が期待でき、韓国も堅調に推移すると見込んでおります。 

当社を取り巻く環境は厳しく、また業務のグローバル化に伴って、経営の健全性を確保することがますます重要

となっております。これら経営リスクへの適切な対応を図るべく、内部統制の一層の整備に努めてまいります。 

  以上により、 次期の連結売上高は前期比６.９％増の４８５億円、同営業利益は前期比９.５％増の１３億円、同

経常利益は前期比１４４.２％増の１６億５０百万円、同当期純利益は１１億円への黒字回復を見込んでおります。 

 通期為替レートは、９５円/ＵＳ＄、１３０円/ユーロで設定しております。 

  

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

平成２２年５月期 48,500 1,300 1,650 1,100

平成２１年５月期 45,355 1,186 675 △1,709

前期比 6.9％ 9.5％ 144.2％ －
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(2）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

 当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末に比べ１３６億１２百万円減少し８５６億２百万円となり

ました。これは主に現金及び預金が３６億５３百万円、たな卸資産が１１億２３百万円、建物及び構築物が１０億９

３百万円、投資有価証券が８１億７９百万円減少したこと等によるものです。 

負債合計は、前連結会計年度末に比べ１８億４２百万円減少し１３２億３百万円となりました。これは主に支払

手形及び買掛金が５億２０百万円減少、短期借入金が４億１１百万円増加、その他流動負債が１８億７５百万円減少

したこと等によるものです。 

  純資産合計は、前連結会計年度末に比べ１１７億７０百万円減少し７２３億９９百万円となりました。これは主に

利益剰余金が２４億９百万円減少、自己株式が４５億８８百万円増加、その他有価証券評価差額金が２２億６２百万

円減少、および為替換算調整勘定が２５億２５百万円減少したことによるものです。 

  以上の結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の８４.８％から８４.５％となりました。 

  

② キャッシュフローの状況 

  当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末比１７億６３百万

円減少し、５３億４百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は６億８０百万円（前年同期比２７億３０百万円減）となりました。これは主に、税

金等調整前当期純損失１０億７１百万円、売上債権の増加による資金の減少６億１１百万円、未払金の減少による資

金の減少１４億１１百万円等によるものであります。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果得られた資金は２６億２２百万円（前年同期比３６億１百万円増）となりました。これは主に、定

期預金の純減による収入６億５７百万円、有形固定資産の取得による支出９億２２百万円、無形固定資産の取得によ

る支出６億６８百万円、投資有価証券の償還による収入２６億円等によるものであります。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果支出した資金は４７億５百万円（前年同期比４０億８１百万円増）となりました。これは主に、短

期借入金の純増７億１３百万円、自己株式の取得による支出４５億８９百万円、配当金の支払額７億４２百万円等に

よるものであります。 

  

 (参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

自己資本比率:自己資本/総資産 

時価ベースの自己資本比率:株式時価総額/総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率:有利子負債/キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ:キャッシュ・フロー/利払い 

(注１) いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

(注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

(注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

(注４）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての 

       負債を対象としております。 

  平成17年５月期 平成18年５月期 平成19年５月期 平成20年５月期 平成21年５月期

自己資本比率（％）  85.7  85.8  85.7  84.8  84.5

時価ベースの自己資本比率

（％） 
 72.7  73.9  74.3  79.4  70.7

キャッシュ・フロー対有利子

負債比率（％） 
 31.9  92.0  380.0  84.4  483.1

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍） 
 58.7  27.2  5.0  21.6  7.3
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(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

  当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題と考え、中長期の経営視点から、各期の連結業績を勘案し、経

営体質及び経営基盤の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、かつ安定的、継続的な利益配分を行うことを基本

方針としております。 

しかしながら、当期（平成２１年５月期）は、１７億９百万円の当期純損失となりましたので、誠に遺憾ではご

ざいますが、当期の年間配当金は、中間決算時の１株につき５円とあわせて、１株につき年１０円とすることを予定

しております。次期の配当金については、厳しい事業環境ではありますが、１株につき年２０円とさせていただく予

定です。 

 また、当社は中間配当と期末配当の年２回配当を行うことを基本方針としております。これらの配当の決定機関

は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。なお、会社法第４５４条第５項に規定

する中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。 

 今後も株主資本の効率的な運用に努め、引き続き株主の皆様のご期待に応えてまいる所存であります。 

  

(4）事業等のリスク 

 当社グループの経営成績、財政状態および株価等に影響を及ぼす可能性のある事項には以下のようなものがありま

す。なお記載内容のうち将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものです。 

  

１.天候リスク 

 当社グループの主要な事業である「野菜種子」「花種子」「球根」「苗木」の販売には、「世界各地の天候変化」

が大きく影響を与えます。その結果、各地における天候不良は、これらの事業における売上の低迷をもたらし、業績

に悪影響を与える可能性があります。 

 また、商品の生産については世界２１ヵ国に生産を分散し、かつ同一地域でも複数以上のグループ外生産者にその

生産を委託してリスク分散を図っております。しかしながら播種期から採種期までの間に起こる局地的、突発的な天

候変化によって十分な品質や生産量が確保できない場合、業績に悪影響を与える可能性があります。 

  

２.事業展開地域の地政学的、社会的な制度等の影響 

 当社グループは、生産・研究開発・販売拠点として、日本を含めて全世界で２１ヵ国に事業展開を行っておりま

す。うち、農場及び研究施設として、国内５ヵ所、海外で８ヵ国10ヵ所に拠点を持っております。これらの事業展開

地域の一部においては、次のようなリスクが内在しております。 

 ①予期しない法律または規制の制定または改廃 

 ②政治・経済の混乱 

 ③テロ・紛争の発生等による社会的混乱 

 ④地震等の天変地異の発生 

 ⑤コンピューターウイルスや諸情報の漏洩等、情報化に伴う問題の発生 

これらの事象が発生した場合は、当社グループの業績に悪影響を与える可能性があります。 

  

３.育種開発リスク及びブリーダーの人的資源に関するリスク 

 育種開発リスクとしては、育種目標を設定してから１０年以上を必要とする育種開発の性格上、投資コスト負担リ

スク、開発実現性リスク、商品ニーズが変化してしまうリスク、他社との開発競争リスク等があります。 

 さらに、育種開発は遺伝資源の有無とともに、育種研究者であるブリーダー個々人の能力に大きく依存します。従

ってブリーダーが育種途上で社外流出すると、担当する品種の育成に障害が出て良質な商品の完成が難しくなるリス

クを有しており、業績に悪影響を与える可能性があります。 

  

４.安全性に関するリスク 

 当社グループでは 創業者坂田武雄の唱えた社是「品質・誠実・奉仕」に則り、品質と安全性に対する信頼を最重

要課題のひとつと位置づけ、商品クレームへの適切な対応、事故の未然防止等にも積極的に取り組んでおります。 

 しかしながら「生き物」である商品の性質上、品質の水準や均一性などに不測の事態が生じるケースや、種子に由

来しない環境や生産技術面からのリスクが発生し、業績に悪影響を与える可能性があります。 

  

５.為替変動に関するリスク 

 当社グループは海外各地において商品を生産・販売しております。各地域において現地通貨にて作成された財務諸

表は、連結財務諸表作成のために円換算されております。このため、為替相場の変動は、現地通貨における価値に変

動がなかったとしても、業績に悪影響を与える可能性があります。 

 また、当社グループが原材料及び商品の一部を調達あるいは輸出している海外との取引は、為替変動の影響を受け
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る可能性があります。こうした影響を最小限に止めるべく、当社グループでは、通貨別金額の変化に常時注意を払っ

ております。しかしながら、予測を超えて急激に為替レートが変動した場合には当社グループの業績に悪影響を与え

る可能性があります。 

  

６.保有資産の価値変動 

 当社グループは、様々な資産を保有しておりますが、土地や有価証券などの資産価値が下落した場合には当社グル

ープの業績に悪影響を与える可能性があります。 
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当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社39社及び関連会社２社により構成されており、園芸商

材（野菜種子、花種子、球根、苗木、農園芸資材）の販売業務を営んでおります。   

 事業内容と、当社及び関係会社の当該事業に係る位置付けは、次のとおりであります。 

(1）卸売事業（当社及び関係会社38社） 

野菜種子、花種子、球根、苗木及び農園芸資材等を生産もしくは仕入れ、国内外の種苗会社等へ卸販売しておりま

す。 

(2）小売事業（当社及び関係会社１社） 

一般園芸愛好家を対象とした商品を仕入れ、国内のホームセンター向けに販売しているほか、通信販売及び直営園

芸店での販売を行っております。 

(3）その他事業（当社及び関係会社２社） 

官公庁・民間向け造園工事の施工、保険代理店業務、人材派遣業務を行っております。 

 事業内容と当社及び関係会社の当該事業に係る位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであ

ります。 

 当連結会計年度において、Sakata Seed India Private Limited を新たに設立したため、連結の範囲に含めており

ます。また、有限会社中井園芸とPiloncito Verde S.A.の２社を清算したため、連結対象から除外いたしました。 

２．企業集団の状況

事業区分 主な業務内容 主要な会社 

卸売事業 

種苗会社、生産者への園芸商材の卸売     

（扱い品目：野菜種子・花種子・球根・苗木） 

当社含む計30社 

当社   

（連結子会社） 

共栄農事㈱、㈱ブロリード、  

Sakata Seed America, Inc.、

Sakata Seed de Mexico,S.A.、

Sakata Centroamerica,S.A.、

Sakata Seed de Guatemala S.A.、

Alf Christianson Seed Co.、

Sakata Seed Sudamerica Ltda.、Sakata Korea Co.,Ltd.、

Sakata Vegetables Europe S.A.R.L.、

Sakata Ornamentals Europe A/S、Sakata Holland B.V.、

Sakata Seed Iberica S.L.、Sakata UK Limited、

Sakata Ornamentals UK Ltd.、

Sakata Seed Southern Africa (Pty) Ltd.、Sakata Seed 

India Private Limited、 

その他10社 

（関連会社） 

Sakata Polska Sp.z.o.o.、その他１社 

種苗会社、生産者への園芸商材の卸売    

（扱い品目：農園芸資材） 

当社含む計２社 

当社  

（連結子会社） 

 日本ジフィーポット・プロダクツ㈱ 

種苗会社、生産者への園芸商材の生産   

（扱い品目：野菜種子・花種子・球根・苗木） 

計８社 

（連結子会社）  

㈱山形セルトップ、㈱長野セルトップ、 

㈱飛騨セルトップ、㈱福岡セルトップ、

Sakata Seed Chile S.A.、  

Sakata Siam Seed Co.,Ltd.、坂田種苗（蘇州） 

有限公司、その他１社 

小売事業 

ホームセンターを通じた園芸愛好家への販売  

当社含む計２社 

当社  

（連結子会社） 

西尾植物㈱ 

通信販売、直営園芸店  

当社含む計１社 
当社 

その他事業 
造園工事施工、保険代理業、人材派遣業  

当社含む計３社 

当社   

（連結子会社） 

サカタ興産㈱、㈲サカタテクノサービス 
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以上の企業集団等の状況について事業系統図を示すと次のとおりであります。 
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(1）会社の経営の基本方針 

  当社は、良質な商品とサービスの提供によって、世界の人々の生活と文化の向上に貢献し、世界一の種苗会社を目

指すことを経営理念として、創業者坂田武雄の提唱した「品質・誠実・奉仕」を社是に掲げながら生命（いのち）へ

の貢献を果たしてまいります。 

  当社は、生産者にも消費者にも喜んでいただける「野菜と花の種子」の開発・生産・販売を軸とした事業を展開し

ております。採算性と財務の健全性を重視する健全な経営と株主利益の追求によって企業価値の増大を図りますが、

市場のニーズを汲み取った新品種をいち早く開発するとともに、高品質種子の安定生産と供給を実現することによっ

て社会貢献を果たし、世界の種苗界をリードする種苗会社として躍進したいと願っております。 

  

(2）中長期的な会社の経営戦略 

  平成２０年度の６８期は、６８期/６９期の２ヵ年にわたる第３次中期経営計画の折り返し地点となります。具体

的には以下に掲げる重点戦略を推進することにより、平成２５年（２０１３年）の創業１００周年に向け、収益力を

備えた経営の確立を目指しております。 

  

1） 戦略商品を核に内外の収益性、特に国内収益力の改善をめざす 

2） 国内卸売営業と国内小売営業の協業をすすめ、小売部門の収益力を強化する 

3） インド・中国の二大市場への積極的な深耕を図る 

4） 種子生産戦略の一元管理と高品質種子の供給を徹底する 

5） 研究開発をグローバルに展開し、競争力のある商品を効率的に作出する 

  

  金融市場の混乱に端を発した世界同時不況の影響もあり、収益力の回復はまだ途上ではありますが、その成果は着

実に現れ始めております。 

 戦略野菜商品としては、トマトの新品種「りんか４０９」が日本の主要産地で高い評価をいただき、売上も急速に

伸びております。トマトは市場が大きく、中長期的に大きな売上が期待されます。 

 また、花ではひまわりの新品種「ビンセントシリーズ」が市場・生産農家よりご好評をいただき、需要に応えるべ

く高品質種子の供給体制を構築しております。 

 小売部門の収益性については、ホームセンター向け事業を中心に商品別収益管理とコスト管理を徹底することで、

好転の兆しが見えてまいりました。新システム導入によって、受注処理能力は飛躍的に向上する通信販売事業も今後

収益拡大への貢献が期待できます。 

 欧米市場での景気後退が長引くなかで、インド、中国の戦略的な重要性はさらに高まっております。２００８年５

月には、予定通りインド現地法人を設立し、営業、生産、研究活動のためのインフラ整備を完了しております。 

 ６９期は第３次中期計画の重点戦略を確実に実行すると同時に、創立１００周年に向けた最終ステップとしての

「次期中期経営計画」の策定を予定しております。より具体的な施策を打ち出すことで、グローバル・サカタとして

の確固たる地位を確立する所存です。 

  

(3）会社の対処すべき課題 

  中国など新興国の経済成長や発展途上国の人口増加にともなう食料需要の増大、またエネルギー価格の上昇とバイ

オエタノールなど代替エネルギーの普及の影響、更に異常気象ともいうべき世界的な天候不順は、穀物価格の高騰や

需給逼迫に拍車をかけ、遺伝子組み換え作物の拡大に繋がっています。 

  当社の主力市場は野菜と花の園芸種子市場にありますので、現状では穀物価格の高騰の影響は直接的では無いもの

の、採算の良い穀物への作付変更や遺伝子組み換え作物との交雑や組み換え野菜の商品化などが顕在化しつつありま

す。 

  野菜需要の増大、食の安全や環境保全へのニーズの高まり、花を通じた心のゆとりへの希求など、当社のビジネス

にとっては追い風とも言うべき環境が予想されます。 

  長い研究開発期間を必要とする種苗会社にとっての生命線は、優れた遺伝資源を保有すること、及び競争力のある

商品を開発する育種力の強さにあります。当社としては育種力をさらに強化して、ブランド力を付加した高品質種子

を市場に供給する必要があります。  

  世界の種苗業界において、大手コングロマリットのＭ＆Ａによる寡占化が進んでおります。また種苗会社同士の離

合集散を超えて、生産者から大手流通会社に至る系列化の動きが加速しております。従来は無風状態であった日本国

内も例外ではなく、今後内外における生存競争は一層激化するものと見込まれます。当社としても有力な遺伝資源メ

ーカーに対する買収や協業に積極的に取り組み、グローバル企業としての地位を固める所存です。 

  

３．経営方針
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成20年５月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年５月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※1  13,846 ※1  10,192

受取手形及び売掛金 ※4  13,023 ※4  12,769

有価証券 6 735

たな卸資産 19,087 －

商品及び製品 － 14,912

仕掛品 － 997

原材料及び貯蔵品 － 1,962

未成工事支出金 － 91

繰延税金資産 531 656

その他 2,224 1,830

貸倒引当金 △202 △260

流動資産合計 48,517 43,887

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 26,539 25,888

減価償却累計額 △14,484 △14,927

建物及び構築物（純額） 12,054 10,961

機械装置及び運搬具 8,604 8,162

減価償却累計額 △6,797 △6,729

機械装置及び運搬具（純額） 1,806 1,433

土地 14,506 13,941

建設仮勘定 300 381

その他 2,071 2,379

減価償却累計額 △1,692 △1,826

その他（純額） 379 553

有形固定資産合計 29,046 27,271

無形固定資産 1,523 1,828

投資その他の資産   

投資有価証券 ※2  18,756 ※2  10,577

長期貸付金 8 6

繰延税金資産 137 910

長期預金 300 300

その他 1,360 1,263

貸倒引当金 △435 △442

投資その他の資産合計 20,127 12,615

固定資産合計 50,697 41,714

資産合計 99,215 85,602
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成20年５月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年５月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※4  3,294 ※4  2,774

短期借入金 ※1  2,837 3,249

未払法人税等 188 278

繰延税金負債 24 23

役員賞与引当金 － 6

その他 5,842 3,966

流動負債合計 12,188 10,299

固定負債   

長期借入金 ※1  39 ※1  36

繰延税金負債 628 201

退職給付引当金 1,423 1,327

役員退職慰労引当金 216 228

負ののれん 26 8

その他 523 1,101

固定負債合計 2,857 2,904

負債合計 15,045 13,203

純資産の部   

株主資本   

資本金 13,500 13,500

資本剰余金 10,823 10,823

利益剰余金 60,687 58,278

自己株式 △2,097 △6,685

株主資本合計 82,913 75,915

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2,429 167

為替換算調整勘定 △1,244 △3,770

評価・換算差額等合計 1,184 △3,603

少数株主持分 71 87

純資産合計 84,169 72,399

負債純資産合計 99,215 85,602
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（２）連結損益計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成19年６月１日から 
 平成20年５月31日まで) 

当連結会計年度 
(平成20年６月１日から 
 平成21年５月31日まで) 

売上高 46,781 45,355

売上原価 24,028 ※1  23,859

売上総利益 22,753 21,496

販売費及び一般管理費 ※2, ※3  21,449 ※2, ※3  20,309

営業利益 1,303 1,186

営業外収益   

受取利息 237 265

受取配当金 278 283

受取賃貸料 233 229

負ののれん償却額 17 17

その他 158 152

営業外収益合計 925 948

営業外費用   

支払利息 153 96

売上割引 34 28

為替差損 391 849

投資有価証券運用損 90 333

その他 155 151

営業外費用合計 824 1,459

経常利益 1,404 675

特別利益   

固定資産売却益 ※4  83 ※4  56

受取保険金 22 －

補助金収入 41 －

その他 22 36

特別利益合計 169 93

特別損失   

減損損失 ※5  135 ※5  469

特別退職金 23 －

投資有価証券評価損 425 938

生産補償費 32 29

たな卸資産評価損 － 246

その他 59 156

特別損失合計 675 1,840

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

898 △1,071

法人税、住民税及び事業税 422 399

法人税等還付税額 △15 －

過年度法人税等修正額 － 13

法人税等調整額 197 208

法人税等合計 604 621

少数株主利益又は少数株主損失（△） △0 16

当期純利益又は当期純損失（△） 294 △1,709
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成19年６月１日から 
 平成20年５月31日まで) 

当連結会計年度 
(平成20年６月１日から 
 平成21年５月31日まで) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 13,500 13,500

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 13,500 13,500

資本剰余金   

前期末残高 10,823 10,823

当期変動額   

自己株式の処分 0 △0

当期変動額合計 0 △0

当期末残高 10,823 10,823

利益剰余金   

前期末残高 61,382 60,687

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減  42

当期変動額   

剰余金の配当 △989 △742

当期純利益又は当期純損失（△） 294 △1,709

当期変動額合計 △694 △2,451

当期末残高 60,687 58,278

自己株式   

前期末残高 △2,094 △2,097

当期変動額   

自己株式の取得 △4 △4,589

自己株式の処分 2 0

当期変動額合計 △2 △4,588

当期末残高 △2,097 △6,685

株主資本合計   

前期末残高 83,611 82,913

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － 42

当期変動額   

剰余金の配当 △989 △742

当期純利益又は当期純損失（△） 294 △1,709

自己株式の取得 △4 △4,589

自己株式の処分 2 0

当期変動額合計 △697 △7,040

当期末残高 82,913 75,915
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成19年６月１日から 
 平成20年５月31日まで) 

当連結会計年度 
(平成20年６月１日から 
 平成21年５月31日まで) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 3,759 2,429

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,329 △2,262

当期変動額合計 △1,329 △2,262

当期末残高 2,429 167

為替換算調整勘定   

前期末残高 739 △1,244

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,984 △2,525

当期変動額合計 △1,984 △2,525

当期末残高 △1,244 △3,770

評価・換算差額等合計   

前期末残高 4,499 1,184

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,314 △4,788

当期変動額合計 △3,314 △4,788

当期末残高 1,184 △3,603

少数株主持分   

前期末残高 79 71

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △8 15

当期変動額合計 △8 15

当期末残高 71 87

純資産合計   

前期末残高 88,189 84,169

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － 42

当期変動額   

剰余金の配当 △989 △742

当期純利益又は当期純損失（△） 294 △1,709

自己株式の取得 △4 △4,589

自己株式の処分 2 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,322 △4,772

当期変動額合計 △4,019 △11,812

当期末残高 84,169 72,399
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成19年６月１日から 
 平成20年５月31日まで) 

当連結会計年度 
(平成20年６月１日から 
 平成21年５月31日まで) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

898 △1,071

減価償却費 2,064 1,990

負ののれん償却額 △17 △17

貸倒引当金の増減額（△は減少） △35 293

受取利息及び受取配当金 △516 △548

支払利息 153 96

為替差損益（△は益） 18 272

減損損失 135 469

投資有価証券評価損益（△は益） 425 938

投資有価証券売却損益（△は益） 37 －

投資有価証券運用損益（△は益） 90 333

売上債権の増減額（△は増加） △393 △611

たな卸資産の増減額（△は増加） △524 △240

仕入債務の増減額（△は減少） △482 3

未払金の増減額（△は減少） － △1,411

その他 1,807 △97

小計 3,662 397

利息及び配当金の受取額 512 545

利息の支払額 △151 △92

法人税等の還付額 － 55

法人税等の支払額 △612 △226

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,410 680

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △3,274 △6,788

定期預金の払戻による収入 4,384 8,556

有価証券の取得による支出 △239 －

有価証券の売却による収入 239 －

有形固定資産の取得による支出 △1,060 △922

有形固定資産の売却による収入 120 88

無形固定資産の取得による支出 △180 △668

投資有価証券の取得による支出 △1,232 △368

投資有価証券の売却による収入 157 －

投資有価証券の償還による収入 239 2,600

子会社株式の取得による支出 △1 －

貸付けによる支出 △3 －

貸付金の回収による収入 6 －

その他 △136 126

投資活動によるキャッシュ・フロー △979 2,622
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成19年６月１日から 
 平成20年５月31日まで) 

当連結会計年度 
(平成20年６月１日から 
 平成21年５月31日まで) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 325 713

自己株式の取得による支出 △4 △4,589

配当金の支払額 △989 △742

その他 45 △87

財務活動によるキャッシュ・フロー △624 △4,705

現金及び現金同等物に係る換算差額 △167 △360

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,639 △1,763

現金及び現金同等物の期首残高 5,428 7,067

現金及び現金同等物の期末残高 7,067 5,304
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 該当事項はありません。 

  

  

継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度 
（平成19年６月１日から 
平成20年５月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成20年６月１日から 
平成21年５月31日まで） 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社数   40社 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社数   39社 

(2）連結子会社名 

    連結子会社名は、「２.企業集団の状況」に記載の

とおりであります。 

なお、MayFord Holdings (Pty) Ltd. は、平成20年

４月１日付でSakata Seed Southern Africa (Pty) 

Ltd. に社名を変更しております。 

(2）連結子会社名 

    連結子会社名は、「２.企業集団の状況」に記載の

とおりであります。 

(3）連結の範囲を変更した理由 

当連結会計年度において、MayFord Seeds (Pty) 

Ltd.、The South African Seed Company（Pty）

Ltd.、A Ford & Company（Pty）Ltd.、Zingel 

Properties（Pty) Ltd.をMayFord Holdings (Pty) 

Ltd. に吸収合併したため、連結対象から除外いた

しました。 

(3）連結の範囲を変更した理由 

    当連結会計年度において、Sakata Seed India 

Private Limited を新たに設立したため、連結の範

囲に含めております。また、有限会社中井園芸と

Piloncito Verde S.A.の２社は清算したため、連結

対象から除外いたしました。 

(4）非連結子会社の主要会社名等 

該当事項はありません。 

(4）非連結子会社の主要会社名等 

同左 

２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用会社数  ０社 

２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用会社数  同左 

(2）持分法非適用会社の主要会社名 

関連会社 

Sakata Polska Sp.z.o.o. 

(2）持分法非適用会社の主要会社名 

関連会社 

同左 

(3）持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社は、当期純利益及び利益剰余金等

に及ぼす影響は軽微であり、かつ全体としても重要

性が無いため、持分法を適用しておりません。 

(3）持分法を適用しない理由 

同左 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、Sakata Seed Sudamerica  

Ltda.、Sakata Seed Chile S.A.及び坂田種苗（蘇

州）有限公司他１社が12月末日、西尾植物株式会社が

２月末日、Sakata Seed America, Inc.及びSakata 

Ornamentals Europe A/S他23社が３月末日、その他の

子会社は当社と同一であります。 

連結財務諸表の作成に当たっては、連結決算日との差

が３ヶ月を超える４社については、３月末日で仮決算

を行い、その他の子会社については、それぞれの決算

日の財務諸表を使用しております。連結決算日との間

に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を

行っております。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

同左 
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前連結会計年度 
（平成19年６月１日から 
平成20年５月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成20年６月１日から 
平成21年５月31日まで） 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法

を採用しております。（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は主として

移動平均法により算定しております。） 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

時価のないもの 

主として移動平均法による原価法を採用して

おります。 

時価のないもの 

同左 

② デリバティブ 

時価法を採用しております。 

② デリバティブ 

同左 

③ たな卸資産 

主として総平均法による原価法を採用しておりま

す。 

③ たな卸資産 

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）を採用しております。 

（会計方針の変更） 

 当連結会計年度より、「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７

月５日公表分）を適用しております。 

 これにより、営業利益、経常利益は、それぞれ

69百万円減少し、税金等調整前当期純損失は316

百万円増加しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇

所に記載しております。    

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

 主として定率法を採用しております。 

  

  

   

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物付属設備を除く）については、定額法を採

用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物         ２～50年 

機械装置及び運搬具       ２～15年 

その他             ２～20年 

建物及び構築物          ２～50年 

機械装置及び運搬具        ２～15年 

その他              ２～20年 

(追加情報） 

  平成19年度税制改正に伴い、平成19年３月31日以

前に取得した資産については、改正前の法人税法に

基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％

に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取

得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間に

わたり均等償却し、減価償却費に含めて計上してお

ります。 

  これにより、従来の会計処理に比べ、営業利益、

経常利益及び税金等調整前当期純利益は39百万円そ

れぞれ減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所

に記載しております。   
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前連結会計年度 
（平成19年６月１日から 
平成20年５月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成20年６月１日から 
平成21年５月31日まで） 

無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、主と

して社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。 

無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、主

として一般債権については貸倒実績率に基づき、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

  

リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る 

リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前

のリース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。  

 (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② 役員賞与引当金 

当社及び国内連結子会社の一部については、役員

に対する賞与の支払に備えて、役員賞与支給見込

額のうち当連結会計年度負担額を計上しておりま

す。なお、当連結会計年度においては計上してお

りません。 

② 役員賞与引当金 

当社及び国内連結子会社の一部については、役

員に対する賞与の支払に備えて、役員賞与支給

見込額のうち当連結会計年度負担額を計上して

おります。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、主として当連結

会計年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。 

過去勤務債務については、その発生時の従業員の

平均残存期間以内の一定の年数（10年）による按

分額を費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により按分した額を、そ

れぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理するこ

ととしております。 

③ 退職給付引当金 

同左 

（追加情報） 

 当社は平成20年３月に適格退職年金制度を確定

給付企業年金法に基づく規約型確定給付企業年金

制度に移行しました。当該移行による会計処理に

ついては、「退職給付制度間の移行等に関する会

計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用

し、この変更に伴い退職給付債務が10百万円減少

し、同額の過去勤務債務が発生いたしました。 

         ――――――――
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前連結会計年度 
（平成19年６月１日から 
平成20年５月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成20年６月１日から 
平成21年５月31日まで） 

④ 役員退職慰労引当金 

主として役員の退職慰労金の支給に備えるため、

退職慰労金支給に関する内規に基づく連結会計年

度末要支給額を計上しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

(4）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理に

よっております。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

―――――――― 

(5）消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理については、主として税抜方式

を採用しております。 

(5）消費税等の会計処理方法 

同左 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時

価評価法を採用しております。 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 

６．のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

   のれん及び負ののれんの償却については、５年間の定

額法により償却を行っております。 

６．のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

同左 

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及

び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期投資からなっております。

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（平成19年６月１日から 
平成20年５月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成20年６月１日から 
平成21年５月31日まで） 

――――――――― 

  

 （連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関

する当面の取扱い） 

  当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在

外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報

告第18号 平成18年５月17日）を適用し、連結決算書上必

要な修正を行っております。 

   これにより、営業利益は55百万円、経常利益は57百万

円減少し、税金等調整前当期純損失は、130百万円増加し

ております。 

   なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記

載しております。  

――――――――― 

  

（リース取引に関する会計基準）  

  所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当連結会計年度より、「リース取引に関する会

計基準」（企業会計基準第13 号（平成５年６月17日（企

業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第16 号（平成６年１月18日（日本公認会計士

協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適

用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しており

ます。 

 これによる損益に与える影響はありません。  

表示方法の変更

前連結会計年度 
（平成19年６月１日から 
平成20年５月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成20年６月１日から 
平成21年５月31日まで） 

 ────── （連結貸借対照表） 

「財務諸表規則等の用語、様式又は作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣

府令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度に

おいて、「たな卸資産」として掲記しておりましたもの

は、当連結会計年度より「商品及び製品」「仕掛品」「原

材料及び貯蔵品」に区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「商

品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」は、それぞ

れ16,042百万円、987百万円、2,035百万円であります。 
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成20年５月31日） 

当連結会計年度 
（平成21年５月31日） 

※１．担保に供している資産 ※１．担保に供している資産 

定期預金 30百万円 定期預金 30百万円 

上記資産について、短期に返済予定の長期借入金６

百万円、長期借入金25百万円の担保に供しておりま

す。 

上記資産について、長期借入金25百万円の担保に供

しております。 

※２．関連会社に対する主なもの ※２．関連会社に対する主なもの 

区分 勘定科目 金額（百万円）

資産 投資有価証券（株式）  11

区分 勘定科目 金額（百万円）

資産 投資有価証券（株式）  9

 ３．偶発債務 

 野菜種子４品目の価格に関する公正取引委員会に

よる平成18年11月27日付排除命令を命ずる審決に対

し当社は種苗会社14社とともに、平成18年12月25

日、東京高等裁判所に審決取消訴訟を提起しており

ましたが、東京高等裁判所は、平成20年４月４日、

当社側の請求棄却の判決を下しました。当社及び14

社はこれを不服として、平成20年４月18日最高裁判

所に上告いたしました。また、公正取引委員会によ

る平成19年10月30日付課徴金納付命令（35百万円）

に対してもこれを不服として審判を申し立て、審判

が継続中です。 

 ３．偶発債務 

――――――――  

※４．期末日満期手形 

    期末日満期手形の会計処理については、当連結会

計年度の末日は金融機関の休日でしたが、満期日に

決済が行われたものとして処理しております。期末

日満期手形の金額は次のとおりであります。 

※４．期末日満期手形 

    期末日満期手形の会計処理については、当連結会

計年度の末日は金融機関の休日でしたが、満期日に

決済が行われたものとして処理しております。期末

日満期手形の金額は次のとおりであります。 

受取手形 398百万円

支払手形 12百万円

受取手形 392百万円

支払手形 4百万円
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（平成19年６月１日から 
平成20年５月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成20年６月１日から 
平成21年５月31日まで） 

         ―――――――― ※１．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れております。 

                     69百万円 

※２．販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

※２．販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

販売荷造費 600百万円 

運搬費 1,289  

広告宣伝費 860  

貸倒引当金繰入額 75  

従業員給料手当 7,951  

退職給付費用 309  

役員退職慰労引当金繰入額 86  

減価償却費 1,657  

販売荷造費 613百万円 

運搬費 1,237  

広告宣伝費 907  

貸倒引当金繰入額 181  

従業員給料手当 7,472  

役員賞与引当金繰入額 6  

退職給付費用 303  

役員退職慰労引当金繰入額 42  

減価償却費 1,610  

※３．一般管理費に含まれる研究開発費 ※３．一般管理費に含まれる研究開発費 

3,520百万円 3,658百万円 

※４．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 ※４．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

機械装置及び運搬具  8百万円 

土地 74  

その他 0  

合計 83  

建物及び構築物 10百万円 

機械装置及び運搬具  8  

土地 37  

その他 0  

合計 56  

※５．減損損失 

当連結会計年度において、当社グループは主に以下

の資産グループにおいて減損損失を計上いたしまし

た。 

※５．減損損失 

当連結会計年度において、当社グループは主に以下

の資産グループにおいて減損損失を計上いたしまし

た。 

用途  種類 場所 
減損損失
(百万円) 

遊休施設 
建物及び 

構築物等 

埼玉県 

加須市 
 104

用途 種類 場所 
減損損失
(百万円) 

処分予定資

産 

建物及び 

土地 

埼玉県 

加須市 
 361

処分予定資

産 

建物及び 

土地 

神奈川県 

横浜市 
 82

 当社グループは管理会計上の単位を資産グループ

の基礎とし、独立したキャッシュフローを生み出す

最小単位でグルーピングをしております。また、賃

貸資産及び遊休資産については、個別の資産グルー

プごとにグルーピングしております。 

 上記記載の遊休施設については、集約化のため閉

鎖することとなり、帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上

しております。 

 なお、回収可能価額は取引事例等を勘案した合理

的な見積による正味売却価額により測定しておりま

す。  

 当社グループは管理会計上の単位を資産グループ

の基礎とし、独立したキャッシュフローを生み出す

最小単位でグルーピングをしております。また、賃

貸資産及び遊休資産については、個別の資産グルー

プごとにグルーピングしております。 

 上記記載の処分予定資産については、翌年度中に

処分を予定しているため、市場価格の下落により損

失が見込まれましたので、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失

に計上しております。 

 なお、回収可能価額は取引事例等を勘案した合理

的な見積による正味売却価額により測定しておりま

す。  
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 前連結会計年度（平成19年６月１日から 平成20年５月31日まで） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加３千株は、単元未満株式の買取りによる増加３千株であります。また、普通 

   株式の自己株式の株式数の減少１千株は、ストックオプションの行使による減少１千株、単元未満株主への単元  

     未満株式の売渡しによる減少０千株であります。 

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末 
株式数（千株） 

当連結会計年度
増加株式数（千株） 

当連結会計年度 
減少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

 発行済株式                    

  普通株式  50,910  －  －  50,910

   合計  50,910  －  －  50,910

 自己株式                    

  普通株式（注）  1,418  3  1  1,420

   合計  1,418  3  1  1,420

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

1株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日

 平成19年８月30日 

定時株主総会 
 普通株式  494  10  平成19年５月31日  平成19年８月31日

 平成20年１月９日 

取締役会 
 普通株式  494  10  平成19年11月30日  平成20年２月18日

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資
1株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日

平成20年８月28日

定時株主総会 
 普通株式  494 利益剰余金   10 平成20年５月31日 平成20年８月29日
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 当連結会計年度（平成20年６月１日から 平成21年５月31日まで） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加3,563千株は、取締役会決議に基づく自己株式の取得による増加3,560千株及

び単元未満株式の買取りによる増加３千株であります。また、普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満

株主への単元未満株式の売渡しによる減少０千株であります。 

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  
前連結会計年度末 
株式数（千株） 

当連結会計年度
増加株式数（千株） 

当連結会計年度 
減少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

 発行済株式                    

  普通株式  50,910  －  －  50,910

   合計  50,910  －  －  50,910

 自己株式                    

  普通株式（注）  1,420  3,563  0  4,982

   合計  1,420  3,563  0  4,982

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

1株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日

 平成20年８月28日 

定時株主総会 
 普通株式  494  10  平成20年５月31日  平成20年８月29日

 平成21年１月13日 

取締役会 
 普通株式  247  5  平成20年11月30日  平成21年２月16日

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資
1株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日

平成21年８月28日

定時株主総会 
 普通株式  229 利益剰余金   5 平成21年５月31日 平成21年８月31日
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（リース取引関係）

前連結会計年度 
（平成19年６月１日から 
平成20年５月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成20年６月１日から 
平成21年５月31日まで） 

１.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

減損損失
累計額相
当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及び
運搬具  487  152 －  334

有形固定資産 
 （その他）  304  120 －  183

無形固定資産 
（その他）  119  75 －  44

合計  911  348 －  562

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

減損損失
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及び
運搬具  448  181  －  267

有形固定資産
 （その他）  303  163  －  139

無形固定資産
（その他）  53  25  －  27

合計  805  371  －  434

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

（注）         同左 

（2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

（2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 144百万円 

１年超 418  

合計 562  

１年内 140百万円 

１年超 293  

合計 434  

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

（注）         同左 

（3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

（3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 173百万円 

リース資産減損勘定の取崩額 9  

減価償却費相当額 163  

支払リース料 157百万円 

リース資産減損勘定の取崩額 －  

減価償却費相当額 157  

（4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 87百万円 

１年超 83  

合計 170  

１年内 140百万円 

１年超 98  

合計 238  
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有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 前連結会計年度中の減損処理額   425百万円 

当連結会計年度中の減損処理額     938百万円 

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

（有価証券関係）

  種類 

前連結会計年度（平成20年５月31日） 当連結会計年度（平成21年５月31日）

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額
（百万円） 

取得原価
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額
（百万円） 

連結貸借対

照表計上額

が取得原価

を超えるも

の 

(1）株式  4,590  9,464  4,874  3,618  4,316  698

(2）債券             

①国債・地方

債等 
 30  30  0  90  90  0

②社債  4  8  3  100  100  0

③その他  ―  ―  ―       ―  ―  ―

(3）その他  10  11  1  ―  ―  ―

小計  4,635  9,515  4,879  3,808  4,508  700

連結貸借対

照表計上額

が取得原価

を超えない

もの 

(1）株式  4,264  3,784  △479  4,429  3,994  △434

(2）債券             

①国債・地方

債等 
 60  59  △0  ―  ―  ―

②社債  1,699  1,420  △279  906  615  △291

③その他  1,300  1,087  △212  341  322  △19

(3）その他  350  332  △17  256  242  △13

小計  7,673  6,685  △988  5,934  5,175  △758

合計  12,309  16,200  3,890  9,742  9,684  △58

前連結会計年度 
（平成19年６月１日から平成20年５月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成20年６月１日から平成21年５月31日まで） 

売却額 
（百万円） 

売却益の合計 
（百万円） 

売却損の合計
（百万円） 

売却額
（百万円） 

売却益の合計 
（百万円） 

売却損の合計
（百万円） 

 157  ―  37  ―  ―  ―
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３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

  

前連結会計年度
（平成20年５月31日） 

当連結会計年度
（平成21年５月31日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券     

非上場株式  2,550  1,618

非上場の外国債券  ―  ―

  

前連結会計年度（平成20年５月31日） 当連結会計年度（平成21年５月31日）

１年以内 
（百万円） 

１年超５年
以内 
（百万円） 

５年超10年
以内 
（百万円） 

10年超
（百万円） 

１年以内
（百万円） 

１年超５年
以内 
（百万円） 

５年超10年
以内 
（百万円） 

10年超
（百万円） 

１．債券                 

(1）国債・地方債等  ―  90 ― ― 30  60  ― ―

(2）社債  ―  200 ― 1,200 200  ―  300 200

(3）その他  ―  800 ― 500 800  ―  ― ―

２．その他  ―  350 ― ― 200  50  ― ―

合計  ―  1,440 ― 1,700 1,230  110  300 200
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１．取引の状況に関する事項 

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度 
（平成19年６月１日から 
平成20年５月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成20年６月１日から 
平成21年５月31日まで） 

(1）取引の内容及び利用目的 

連結子会社１社において、外貨建資産・負債に係る

将来の取引市場での為替相場変動によるリスクを回

避する目的で為替予約取引及び通貨オプションを行

っております。 

(1）取引の内容及び利用目的 

同左 

(2）取引に係るリスクの内容 

為替予約取引及び通貨オプションは為替相場の変動

に係るリスクを有するものの、これらの取引は実需

の範囲内で行っております。 

また、いずれも取引の相手方に関わる信用リスクを

内在しておりますが、契約先は、信用度の高い銀行

であり、契約不履行によるリスクは極めて小さいも

のであります。 

(2）取引に係るリスクの内容 

同左 

(3）取引に係るリスクの管理体制 

デリバティブ取引の利用にあたっては、当該会社の

社内管理規程による稟議決裁を行っております。 

また、日常におけるデリバティブ取引のリスク管理

は、当該会社の経理部が時価の把握、契約先から残

高確認書を取り付けるなどのチェックを実施してお

ります。 

(3）取引に係るリスクの管理体制 

同左 

(4）取引に対する取組方針 

当社グループは、営業取引により生じる相場変動リ

スクを回避するために、デリバティブ取引を利用す

る方針であり、投機目的やトレーディング目的でこ

れらの取引を行わないこととしております。 

(4）取引に対する取組方針 

同左 
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２．取引の時価等に関する事項 

通貨関連 

 （注）１．時価の算定方法 

金融機関から提示された価格によっております。 

２．契約額は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク量または信用リスク量を示すものではありま

せん。 

区分 種類 

前連結会計年度
（平成20年５月31日） 

当連結会計年度 
（平成21年５月31日） 

契約額等 
（百万円） 

契約額等
のうち１
年超 
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

契約額等
（百万円）

契約額等
のうち１
年超 
（百万円） 

時価 
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以

外の取引 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  
  

為替予約取引                 

売建                 

米ドル買日本円売  － － － － －  － － －

ユーロ買日本円売  － － － － －  － － －

買建                 

日本円買米ドル売  85 17 84 △0 21  － 21 △0

日本円買ユーロ売  346 205 348 10 218  146 192 △23

日本円買英ポンド売  － － － － －  － － －

日本円買ノルウェーク

ローネ売 
 － － － － －  － － －

ユーロ買英ポンド売  － － － － －  － － －

米ドル買デンマークク

ローネ売 
 － － － － －  － － －

通貨オプション取引                 

売建                 

プット                 

米ドル  25 － △0 1 －  － － －

ユーロ  － － － － －  － － －

買建                 

コール                 

米ドル  25 － 0 △0 －  － － －

ユーロ  － － － － －  － － －

合計  482 222 433 11 240  146 213 △23
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１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けて

おります。当連結会計年度末現在、当社及び連結子会社全体で退職一時金制度については15社が有しておりま

す。 

２ 退職給付債務に関する事項 

 （注） 一部の子会社は、退職給付債務の計算にあたり、簡便法を採用しております。 

３ 退職給付費用に関する事項 

 （注） 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「(1)勤務費用」に計上しております。 

  

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

（退職給付関係）

  
前連結会計年度

（平成20年５月31日） 
当連結会計年度

（平成21年５月31日） 

     （百万円）    （百万円） 

(1）退職給付債務 

(2）年金資産 

(3）未積立退職給付債務 

(4）未認識数理計算上の差異 

(5）未認識過去勤務債務 

(6) 前払年金費用 

(7）退職給付引当金 

 △3,438

 2,197

 △1,240

 △171

 △10

 －

 △1,423

 △3,384

 1,775

 △1,608

 289

 △9

 －

 △1,327

  
前連結会計年度

（平成19年６月１日から 
平成20年５月31日まで） 

当連結会計年度
（平成20年６月１日から 
平成21年５月31日まで） 

  （百万円） （百万円） 

(1）勤務費用 

(2）利息費用 

(3）期待運用収益（減算） 

(4）数理計算上の差異の費用処理額 

(5）過去勤務債務の費用処理額 

(6）退職給付費用 

 326

 62

 △46

 △4

 △0

 337

 308

 60

 △40

 12

 △1

 339

  
前連結会計年度

（平成20年５月31日） 
当連結会計年度

（平成21年５月31日） 

(1）割引率 2.0％ 2.0％ 

(2）期待運用収益率 2.0％ 2.0％ 

(3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

(4）数理計算上の差異の処理年数 10 年  10年 

(5）過去勤務債務の処理年数 10 年  10年 
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 前連結会計年度（平成19年６月１日から 平成20年５月31日まで） 

 ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

（1）ストック・オプションの内容 

（注）株式数に換算して記載しております。 

（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度（平成20年５月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数

については、株式数に換算して記載しております。 

①ストック・オプションの数 

②単価情報 

  

 当連結会計年度（平成20年６月１日から 平成21年５月31日まで） 

該当事項はありません。  

（ストック・オプション等関係）

  平成14年ストック・オプション  

付与対象者の区分及び数  連結子会社の取締役22名、当社の従業員14名 

ストック・オプション数（注）  普通株式 45,900株 

付与日  平成14年10月２日 

権利確定条件 
付与日（平成14年10月２日）以降、権利確定日（平成16年

９月30日まで）まで継続して勤務していること。 

対象勤務期間 ２年間（平成14年10月２日から平成16年９月30日まで） 

権利行使期間  平成16年10月１日～平成19年８月31日 

   平成14年ストック・オプション  

権利確定後 （株）   

  前連結会計年度末 45,900  

  権利確定  － 

  権利行使 1,300 

  失効 44,600 

  未行使残   － 

   平成14年ストック・オプション  

権利行使価格 （円） 1,485  

行使時平均株価 （円） 1,465 
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（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（平成20年５月31日） 

当連結会計年度 
（平成21年５月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

（単位：百万円） （単位：百万円） 

（繰延税金資産）   

未実現棚卸資産売却益  1,008

棚卸資産評価損  121

役員退職慰労引当金否認  63

貸倒引当金損金算入限度超過額  110

退職給付引当金否認  516

投資有価証券評価損否認  1,085

繰越欠損金  339

固定資産減損損失  50

減価償却超過額  78

商品廃棄損否認  40

その他  178

繰延税金資産小計  3,593

評価性引当額  △1,538

繰延税金資産合計  2,054

（繰延税金負債）   

圧縮積立金  △161

子会社の資産及び負債の時価評価に

よる評価差額 
 △161

その他有価証券評価差額金  △1,671

その他  △43

繰延税金負債合計  △2,037

繰延税金資産の純額  17

（繰延税金資産）   

未実現棚卸資産売却益  892

棚卸資産評価損  228

役員退職慰労引当金否認  71

貸倒引当金損金算入限度超過額  78

退職給付引当金否認  519

投資有価証券評価損否認  1,015

繰越欠損金  770

固定資産減損損失  225

減価償却超過額  77

その他  219

繰延税金資産小計  4,097

評価性引当額  △2,111

繰延税金資産合計  1,986

（繰延税金負債）   

圧縮積立金  △161

子会社の資産及び負債の時価評価に

よる評価差額 
 △157

その他有価証券評価差額金  △69

在外子会社留保利益   △201

その他  △53

繰延税金負債合計  △644

繰延税金資産の純額  1,341

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

  

  (％)   

法定実効税率 40.6  

（調整）     

永久に損金に算入されない項目 △6.2  

法人税額の特別控除等 △3.5  

評価性引当額の増減 34.5  

住民税等均等割等 3.3  

その他 △1.5  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 67.3  

  当連結会計年度は税金等調整前当期純損失であったた

め記載しておりません。 
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前連結会計年度(平成19年６月１日から平成20年５月31日まで) 

当連結会計年度(平成20年６月１日から平成21年５月31日まで) 

（注）１．事業区分の方法及び各事業の内容 

当社グループの事業区分の方法は、内部管理上採用している区分によっております。 

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  
卸売事業

（百万円） 
小売事業
（百万円） 

その他事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 33,565 12,270 944  46,781  ― 46,781

(2）セグメント間の内部売上高又は振替

高 
337 1 125  463  △463 ―

計 33,902 12,272 1,070  47,245  △463 46,781

営業費用 27,113 12,938 1,027  41,079  4,398 45,478

営業利益又は営業損失（△） 6,789 △665 42  6,166  △4,862 1,303

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失及び資本

的支出 
            

資産 48,714 5,409 613  54,737  44,478 99,215

減価償却費 1,276 48 2  1,327  737 2,064

減損損失 116 0 0  116  19 135

資本的支出 877 25 ―  903  256 1,159

  
卸売事業

（百万円） 
小売事業
（百万円） 

その他事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 31,616 13,182 556  45,355  ― 45,355

(2）セグメント間の内部売上高又は振替

高 
286 1 154  442  △442 ―

計 31,903 13,184 710  45,798  △442 45,355

営業費用 25,631 13,437 793  39,862  4,306 44,168

営業利益又は営業損失（△） 6,271 △253 △82  5,935  △4,749 1,186

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失及び資本

的支出 
            

資産 44,654 5,745 495  50,895  34,707 85,602

減価償却費 1,168 67 2  1,237  752 1,990

減損損失 15 0 ―  15  453 469

資本的支出 914 454 0  1,368  596 1,964
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また、これら事業区分の内容は次のとおりであります。 

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前連結会計年度4,863百万円、当

連結会計年度4,751百万円であります。その主なものは、親会社の研究部門及び親会社本社の管理部門に係る

費用等であります。 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度44,528百万円、当連結会計年度

34,770百万円であります。その主なものは、親会社の運用資金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有

価証券）及び親会社での研究部門及び管理部門に係る資産等であります。 

４．会計方針の変更及び追加情報 

（前連結会計年度） 

重要な減価償却資産の減価償却の方法 

（追加情報） 

  当社及び国内連結子会社は、平成19年度税制改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した資産については

改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計

年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上

しております。 

 この結果、従来の方法に比べ、営業費用は、卸売事業が７百万円、小売事業が０百万円、消去又は全社の項

目に含めた配賦不能営業費用が31百万円、それぞれ増加し、営業利益は同額減少しております。 

  

（当連結会計年度） 

棚卸資産の評価に関する会計基準  

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より、「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）を適用しております。この変更に伴

い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が卸売事業で46百万円減少し、営業損失が小売事業で６百万

円、その他事業で17百万円それぞれ増加しております。 

  

連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より、「連結財務諸表

作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号 平成18年５月17日）を適

用し、連結決算上必要な修正を行っております。これにより、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が

卸売事業で55百万円減少しております。 

  

リース取引に関する会計基準の適用 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より、「リース取引に

関する会計基準」（企業会計基準第13 号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30

日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16 号（平成６年１月

18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用しております。また、所有

権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却費の方法については、リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。この変更に伴うセグメント情報に与える影響はありま

せん。 

事業区分 事業の内容 

卸売事業 
種苗会社・生産者への園芸商材（野菜種子・花種子・球

根・苗木・農園芸資材）の卸売 

小売事業 

ホームセンター・通信販売・直営園芸店を通じた園芸愛

好家への園芸商材（野菜種子・花種子・球根・苗木・農

園芸資材）の販売 

その他事業 造園工事・その他 
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前連結会計年度(平成19年６月１日から平成20年５月31日まで) 

当連結会計年度(平成20年６月１日から平成21年５月31日まで) 

（注）１．地域は、地理的近接度及び事業活動の相互関連性等を考慮して区分しております。 

日本以外の区分に属する主な地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）北米……………アメリカ合衆国、メキシコ合衆国ほか 

(2）欧州……………オランダ王国、フランス共和国、英国、スペイン王国、デンマーク王国ほか 

(3）その他地域……………タイ王国、ブラジル連邦共和国、チリ共和国、南アフリカ共和国、大韓民国ほか

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前連結会計年度4,863百万円、当

連結会計年度4,751百万円であります。その主なものは、親会社の研究開発部門及び親会社本社の管理部門に

係る費用等であります。 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度44,528百万円、当連結会計年度

34,770百万円であります。その主なものは、親会社の運用資金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有

価証券）及び親会社での研究部門及び管理部門に係る資産等であります。 

ｂ．所在地別セグメント情報

  
日本 

（百万円）
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
その他地域
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 30,369 5,503 6,889 4,019  46,781  ― 46,781

(2）セグメント間の内部売上高又は振替

高 
2,858 1,479 871 1,550  6,760  △6,760 ―

計 33,228 6,982 7,761 5,569  53,542  △6,760 46,781

営業費用 27,613 7,019 7,556 5,410  47,599  △2,121 45,478

営業利益又は営業損失（△） 5,615 △36 205 159  5,942  △4,639 1,303

Ⅱ 資産 44,403 10,149 9,138 8,346  72,037  27,177 99,215

  
日本 

（百万円）
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
その他地域
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 30,744 5,270 6,055 3,285  45,355  ― 45,355

(2）セグメント間の内部売上高又は振替

高 
2,481 2,071 643 1,634  6,831  △6,831 ―

計 33,225 7,342 6,698 4,919  52,186  △6,831 45,355

営業費用 27,771 7,545 6,311 4,847  46,476  △2,307 44,168

営業利益又は営業損失（△） 5,453 △203 387 72  5,709  △4,523 1,186

Ⅱ 資産 44,985 9,713 8,229 6,875  69,804  15,798 85,602
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４．会計方針の変更及び追加情報 

（前連結会計年度） 

重要な減価償却資産の減価償却の方法 

（追加情報） 

  当社及び国内連結子会社は、平成19年度税制改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した資産については

改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計

年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上

しております。 

  この結果、従来の方法に比べ、日本の営業費用が39百万円増加し、営業利益は同額減少しております。 

        

（当連結会計年度） 

棚卸資産の評価に関する会計基準  

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より、「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）を適用しております。この変更に伴

い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が、日本で69百万円減少しております。 

  

連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より、「連結財務諸表

作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号 平成18年５月17日）を適

用し、連結決算上必要な修正を行っております。これにより、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が

欧州で76百万円増加し、その他地域で131百万円減少しております。 

  

リース取引に関する会計基準の適用 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より、「リース取引に

関する会計基準」（企業会計基準第13 号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30

日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16 号（平成６年１月

18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用しております。また、所有

権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却費の方法については、リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。この変更に伴うセグメント情報に与える影響はありま

せん。 
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（注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

  各区分に属する主な地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）北米……………アメリカ合衆国、メキシコ合衆国ほか 

(2）欧州……………オランダ王国、フランス共和国、英国、スペイン王国、デンマーク王国ほか 

(3）その他地域……タイ王国、ブラジル連邦共和国、チリ共和国、南アフリカ共和国、大韓民国ほか 

２．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

前連結会計年度（平成19年６月１日から平成20年５月31日まで） 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度（平成20年６月１日から平成21年５月31日まで） 

 該当事項はありません。 

ｃ．海外売上高

    北米 欧州 その他地域 計

前連結会計年度 

（平成19年６月１日から 

平成20年５月31日まで） 

Ⅰ 海外売上高（百万円）  5,556  7,075  5,662  18,294

Ⅱ 連結売上高（百万円）  ―  ―  ―  46,781

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に

占める割合（％） 
 11.9  15.1  12.1  39.1

    北米 欧州 その他地域 計

当連結会計年度 

（平成20年６月１日から 

平成21年５月31日まで） 

Ⅰ 海外売上高（百万円）  5,313  6,048  4,814  16,176

Ⅱ 連結売上高（百万円）  ―  ―  ―  45,355

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に

占める割合（％） 
 11.7  13.3  10.6  35.7

（関連当事者情報）
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 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（平成19年６月１日から 
平成20年５月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成20年６月１日から 
平成21年５月31日まで） 

１株当たり純資産額 1,699.24円 

１株当たり当期純利益 5.96円 

１株当たり純資産額 1,574.47円 

１株当たり当期純損失 34.75円 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため、記載しておりません。 

  
前連結会計年度

(平成19年６月１日から 
平成20年５月31日まで) 

当連結会計年度
(平成20年６月１日から 
平成21年５月31日まで) 

１株当たり当期純利益金額      

当期純利益又は当期純損失（△）（百万円）  294  △1,709

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益 

又は当期純損失（△）（百万円） 

 294  △1,709

期中平均株式数（千株）  49,491  49,186

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概

要 

－ － 
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年５月31日) 

当事業年度 
(平成21年５月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※1  9,826 ※1  6,581

受取手形 ※2, ※4  2,349 ※2, ※4  2,141

売掛金 ※2  8,491 ※2  8,798

有価証券 － 735

商品 9,781 9,653

未成工事支出金 21 91

貯蔵品 669 683

前渡金 253 585

繰延税金資産 62 308

未収還付法人税等 17 73

その他 464 380

貸倒引当金 △45 △61

流動資産合計 31,892 29,972

固定資産   

有形固定資産   

建物 18,531 18,587

減価償却累計額 △10,201 △10,692

建物（純額） 8,330 7,895

構築物 1,673 1,698

減価償却累計額 △1,340 △1,384

構築物（純額） 332 314

機械及び装置 3,835 3,853

減価償却累計額 △3,187 △3,340

機械及び装置（純額） 647 512

車両運搬具 113 105

減価償却累計額 △106 △96

車両運搬具（純額） 7 8

工具、器具及び備品 1,159 1,222

減価償却累計額 △978 △1,020

工具、器具及び備品（純額） 181 202

土地 12,907 12,503

リース資産 － 116

減価償却累計額 － △13

リース資産（純額） － 102

建設仮勘定 8 10

有形固定資産合計 22,416 21,550

無形固定資産   

特許権 4 －

借地権 4 4

ソフトウエア 847 731

その他 22 489

無形固定資産合計 878 1,224
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年５月31日) 

当事業年度 
(平成21年５月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 18,438 10,328

関係会社株式 9,705 9,389

出資金 8 8

関係会社出資金 1,701 1,701

従業員長期貸付金 5 4

関係会社長期貸付金 642 1,351

長期預金 300 300

更生債権等 447 476

繰延税金資産 － 972

その他 595 659

貸倒引当金 △440 △443

投資その他の資産合計 31,404 24,749

固定資産合計 54,699 47,524

資産合計 86,592 77,497

負債の部   

流動負債   

支払手形 ※4  93 ※4  65

買掛金 2,348 2,255

短期借入金 － 1,500

未払金 3,546 2,213

前受金 137 135

預り金 197 204

その他 0 52

流動負債合計 6,323 6,427

固定負債   

繰延税金負債 461 －

退職給付引当金 1,164 1,129

役員退職慰労引当金 145 175

その他 133 801

固定負債合計 1,905 2,105

負債合計 8,228 8,532
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年５月31日) 

当事業年度 
(平成21年５月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 13,500 13,500

資本剰余金   

資本準備金 10,823 10,823

その他資本剰余金 0 △0

資本剰余金合計 10,823 10,823

利益剰余金   

利益準備金 1,010 1,010

その他利益剰余金   

為替変動積立金 300 300

建設積立金 250 250

海外市場開拓積立金 80 80

圧縮積立金 236 236

別途積立金 50,500 50,500

繰越利益剰余金 1,319 △1,225

利益剰余金合計 53,696 51,151

自己株式 △2,097 △6,685

株主資本合計 75,922 68,788

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2,440 175

評価・換算差額等合計 2,440 175

純資産合計 78,363 68,964

負債純資産合計 86,592 77,497
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（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成19年６月１日から 
 平成20年５月31日まで) 

当事業年度 
(平成20年６月１日から 
 平成21年５月31日まで) 

売上高 32,467 32,409

売上原価   

商品期首たな卸高 9,323 9,781

当期商品仕入高 ※2  19,835 ※2  19,503

合計 29,159 29,285

商品期末たな卸高 9,781 9,900

商品売上原価 19,377 ※1  19,385

売上総利益 13,090 13,024

販売費及び一般管理費   

販売荷造費 681 687

運搬費 1,255 1,276

広告宣伝費 616 660

貸倒引当金繰入額 44 83

従業員給料及び手当 3,675 3,693

役員退職慰労引当金繰入額 75 30

退職給付費用 178 180

減価償却費 1,022 1,037

賃借料 345 324

その他 4,679 4,642

販売費及び一般管理費合計 ※2, ※3  12,573 ※2, ※3  12,618

営業利益 516 406

営業外収益   

受取利息 ※2  73 ※2  94

有価証券利息 49 61

受取配当金 ※2  371 ※2  393

受取賃貸料 ※2  244 ※2  246

雑収入 ※2  88 ※2  93

営業外収益合計 826 889

営業外費用   

為替差損 393 598

投資有価証券運用損 90 333

雑損失 49 91

営業外費用合計 534 1,023

経常利益 809 272

特別利益   

固定資産売却益 － ※4  5

関係会社清算益 － 50

特別利益合計 － 56
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成19年６月１日から 
 平成20年５月31日まで) 

当事業年度 
(平成20年６月１日から 
 平成21年５月31日まで) 

特別損失   

訴訟関連損失 － 35

減損損失 ※5  126 ※5  453

投資有価証券評価損 364 934

投資有価証券売却損 37 －

たな卸資産評価損 － 246

関係会社株式評価損 － 473

生産補償費 32 19

特別損失合計 561 2,162

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 247 △1,833

法人税、住民税及び事業税 122 26

過年度法人税等修正額 － 13

法人税等還付税額 △15 －

法人税等調整額 125 △70

法人税等合計 233 △31

当期純利益又は当期純損失（△） 14 △1,802
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成19年６月１日から 
 平成20年５月31日まで) 

当事業年度 
(平成20年６月１日から 
 平成21年５月31日まで) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 13,500 13,500

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 13,500 13,500

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 10,823 10,823

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 10,823 10,823

その他資本剰余金   

前期末残高 0 0

当期変動額   

自己株式の処分 0 △0

当期変動額合計 0 △0

当期末残高 0 △0

資本剰余金合計   

前期末残高 10,823 10,823

当期変動額   

自己株式の処分 0 △0

当期変動額合計 0 △0

当期末残高 10,823 10,823

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 1,010 1,010

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,010 1,010

その他利益剰余金   

為替変動積立金   

前期末残高 300 300

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 300 300

建設積立金   

前期末残高 250 250

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 250 250

海外市場開拓積立金   

前期末残高 80 80

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 80 80
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成19年６月１日から 
 平成20年５月31日まで) 

当事業年度 
(平成20年６月１日から 
 平成21年５月31日まで) 

圧縮積立金   

前期末残高 236 236

当期変動額   

圧縮積立金の積立 － 0

当期変動額合計 － 0

当期末残高 236 236

別途積立金   

前期末残高 50,500 50,500

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 50,500 50,500

繰越利益剰余金   

前期末残高 2,294 1,319

当期変動額   

剰余金の配当 △989 △742

当期純利益又は当期純損失（△） 14 △1,802

圧縮積立金の積立 － △0

当期変動額合計 △975 △2,544

当期末残高 1,319 △1,225

利益剰余金合計   

前期末残高 54,671 53,696

当期変動額   

剰余金の配当 △989 △742

当期純利益又は当期純損失（△） 14 △1,802

当期変動額合計 △975 △2,544

当期末残高 53,696 51,151

自己株式   

前期末残高 △2,094 △2,097

当期変動額   

自己株式の取得 △4 △4,589

自己株式の処分 2 0

当期変動額合計 △2 △4,588

当期末残高 △2,097 △6,685

株主資本合計   

前期末残高 76,900 75,922

当期変動額   

剰余金の配当 △989 △742

当期純利益又は当期純損失（△） 14 △1,802

自己株式の取得 △4 △4,589

自己株式の処分 2 0

当期変動額合計 △978 △7,133

当期末残高 75,922 68,788
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成19年６月１日から 
 平成20年５月31日まで) 

当事業年度 
(平成20年６月１日から 
 平成21年５月31日まで) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 3,771 2,440

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,330 △2,265

当期変動額合計 △1,330 △2,265

当期末残高 2,440 175

評価・換算差額等合計   

前期末残高 3,771 2,440

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,330 △2,265

当期変動額合計 △1,330 △2,265

当期末残高 2,440 175

純資産合計   

前期末残高 80,671 78,363

当期変動額   

剰余金の配当 △989 △742

当期純利益又は当期純損失（△） 14 △1,802

自己株式の取得 △4 △4,589

自己株式の処分 2 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,330 △2,265

当期変動額合計 △2,308 △9,398

当期末残高 78,363 68,964
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 該当事項はありません。 

   

継続企業の前提に関する注記

重要な会計方針

前事業年度 
（平成19年６月１日から 
平成20年５月31日まで） 

当事業年度 
（平成20年６月１日から 
平成21年５月31日まで） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法を採用しております。 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法を採用してお

ります。（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定しており

ます。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用しております。 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品及び貯蔵品は総平均法による原価法を採用してお

ります。 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品及び貯蔵品は総平均法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）を採用しております。 

  

（会計方針の変更） 

  当事業年度より、「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表

分）を適用しております。 

 これにより、営業利益、経常利益は、それぞれ69百

万円減少し、税引前当期純損失は316百万円増加して

おります。  

３．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

定率法を採用しております。 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建

物付属設備を除く）については、定額法を採用して

おります。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建

物付属設備を除く）については、定額法を採用して

おります。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物          ２～50年 

機械装置及び運搬具        ２～15年 

その他              ２～20年 

建物及び構築物          ２～50年 

機械装置及び運搬具        ２～15年 

その他              ２～20年 

（追加情報） 

 平成19年度税制改正に伴い、平成19年３月31日以

前に取得した資産については、改正前の法人税法に

基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％

に到達した事業年度の翌事業年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて計上しております。

  これにより、従来の会計処理に比べ、営業利益、

経常利益及び税引前当期純利益は34百万円それぞれ

減少しております。 
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前事業年度 
（平成19年６月１日から 
平成20年５月31日まで） 

当事業年度 
（平成20年６月１日から 
平成21年５月31日まで） 

(2）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ

ております。 

(2）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ

ております。 

(3）リース資産 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。  

４．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。 

４．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）役員賞与引当金 

役員に対する賞与の支払に備えて、役員賞与支給見

込額のうち当事業年度負担額を計上しております。

なお、当事業年度においては計上しておりません。

(2）役員賞与引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。 

過去勤務債務については、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による按

分額を費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理することとしておりま

す。 

(3）退職給付引当金 

 同左 

（追加情報） 

 平成20年３月に適格退職年金制度を確定給付企業

年金法に基づく規約型確定給付企業年金制度に移行

しました。当該移行による会計処理については、

「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企

業会計基準適用指針第１号）を適用し、この変更に

伴い退職給付債務が10百万円減少し、同額の過去勤

務債務が発生いたしました。 

         ―――――――

(4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金支給に備えるため、退職慰労金支

給に関する内規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

－50－

株式会社サカタのタネ（1377）　平成21年５月期決算短信



  

前事業年度 
（平成19年６月１日から 
平成20年５月31日まで） 

当事業年度 
（平成20年６月１日から 
平成21年５月31日まで） 

５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理によって

おります。 

５．リース取引の処理方法 

――――――― 

６．消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。

６．消費税等の会計処理方法 

同左  

会計処理方法の変更

前事業年度 
（平成19年６月１日から 
平成20年５月31日まで） 

当事業年度 
（平成20年６月１日から 
平成21年５月31日まで） 

――――――――― 

  

（リース取引に関する会計基準）  

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当事業年度より、「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13 号（平成５年６月17日（企業会

計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リ

ース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第16 号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 

会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しており

ます。 

 これによる損益に与える影響はありません。  
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成20年５月31日） 

当事業年度 
（平成21年５月31日） 

※１．担保に供している資産 ※１．担保に供している資産 

定期預金 30百万円 定期預金 30百万円 

上記資産について、子会社の短期に返済予定の長期

借入金６百万円、長期借入金25百万円の担保に供し

ております。 

上記資産について、子会社の長期借入金25百万円の

担保に供しております。 

※２．関係会社に対するものが次のとおり含まれておりま

す。 

※２．関係会社に対するものが次のとおり含まれておりま

す。 

受取手形及び売掛金 2,243百万円 受取手形及び売掛金 2,472百万円

３．偶発債務 

(1) 債務保証 

関係会社の金融機関よりの借入金に対し次のとおり

保証を行っております。 

３．偶発債務 

(1) 債務保証 

関係会社の金融機関よりの借入金に対し次のとおり

保証を行っております。 

株式会社ブロリード 6百万円

株式会社飛騨セルトップ 31百万円

株式会社飛騨セルトップ 25百万円

関係会社の輸入取引について、金融機関に支払保証

を行っております。 

関係会社の輸入取引について、金融機関に支払保証

を行っております。 

Sakata Seed Southern Africa 

(Pty) Ltd. 

17百万円

(1,280千南アフリカランド)

Sakata Seed Southern Africa 

(Pty) Ltd. 

15百万円

( 1,280千南アフリカランド)

(2) 訴訟関係 

 野菜種子４品目の価格に関する公正取引委員会に

よる平成18年11月27日付排除命令を命ずる審決に対

し当社は種苗会社14社とともに、平成18年12月25

日、東京高等裁判所に審決取消訴訟を提起しており

ましたが、東京高等裁判所は、平成20年４月４日、

当社側の請求棄却の判決を下しました。当社及び14

社はこれを不服として、平成20年４月18日最高裁判

所に上告いたしました。また、公正取引委員会によ

る平成19年10月30日付課徴金納付命令（35百万円）

に対してもこれを不服として審判を申し立て、審判

が継続中です。  

――――――――  

※４．期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理については、当事業年

度の末日は金融機関の休日でしたが、満期日に決済

が行われたものとして処理しております。期末日満

期手形の金額は次のとおりであります。 

※４．期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理については、当事業年

度の末日は金融機関の休日でしたが、満期日に決済

が行われたものとして処理しております。期末日満

期手形の金額は次のとおりであります。 

受取手形 398百万円

支払手形 12百万円

受取手形 392百万円

支払手形 4百万円
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（損益計算書関係）

前事業年度 
（平成19年６月１日から 
平成20年５月31日まで） 

当事業年度 
（平成20年６月１日から 
平成21年５月31日まで） 

 ―――――――――― ※１．商品期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後

の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に

含まれております。 

                     69百万円 

※２．関係会社との取引にかかるものが次のとおり含まれ

ております。 

※２．関係会社との取引にかかるものが次のとおり含まれ

ております。 

当期商品仕入高 4,489百万円

仕入副費 517  

販売費及び一般管理費 340  

受取利息 20  

受取配当金 92  

受取賃貸料 76  

雑収入 7  

当期商品仕入高 4,272百万円

仕入副費 463  

販売費及び一般管理費 553  

受取利息 42  

受取配当金 163  

受取賃貸料 78  

雑収入 26  

※３．研究開発費の総額 ※３．研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 1,872百万円

  

一般管理費に含まれる研究開発費 1,929百万円

―――――――――― ※４．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

  車輌運搬具  0百万円

器具備品  0  

土地 5  

合計 5  

※５．減損損失 

当事業年度において、当社は主に以下の資産グルー

プにおいて減損損失を計上いたしました。 

※５．減損損失 

当事業年度において、当社は主に以下の資産グルー

プにおいて減損損失を計上いたしました。 

用途  種類 場所 
減損損失
(百万円) 

遊休施設 
建物及び 

構築物等 

埼玉県 

加須市 
 104

用途 種類 場所 
減損損失
(百万円) 

処分予定資

産 

建物及び 

土地 

埼玉県 

加須市 
 361

処分予定資

産 

建物及び 

土地 

神奈川県 

横浜市 
 82

 当社は管理会計上の単位を資産グループの基礎と

し、独立したキャッシュフローを生み出す最小単位

でグルーピングをしております。また、賃貸資産及

び遊休資産については、個別の資産グループごとに

グルーピングしております。 

 上記記載の遊休施設については、集約化のため閉

鎖することとなり、帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上

しております。 

 なお、回収可能価額は取引事例等を勘案した合理

的な見積による正味売却価額により測定しておりま

す。 

 当社は管理会計上の単位を資産グループの基礎と

し、独立したキャッシュフローを生み出す最小単位

でグルーピングをしております。また、賃貸資産及

び遊休資産については、個別の資産グループごとに

グルーピングしております。 

 上記記載の処分予定資産については、翌年度中に

処分を予定しているため、市場価格の下落により損

失が見込まれましたので、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失

に計上しております。 

 なお、回収可能価額は取引事例等を勘案した合理

的な見積による正味売却価額により測定しておりま

す。 
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 前事業年度（平成19年６月１日から 平成20年５月31日まで） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加３千株は、単元未満株式の買取りによる増加３千株であります。また、普通 

   株式の自己株式の株式数の減少１千株は、ストックオプションの行使による減少１千株、単元未満株主への単元  

     未満株式の売渡しによる減少０千株であります。 

 当事業年度（平成20年６月１日から 平成21年５月31日まで） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加3,563千株は、取締役会決議に基づく自己株式の取得による増加3,560千株及び

単元未満株式の買取りによる増加３千株であります。また、普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株主

への単元未満株式の売渡しによる減少０千株であります。 

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末株式数 

（千株） 
当事業年度増加株式数

（千株） 
当事業年度減少株式数 

（千株） 
当事業年度末株式数

（千株） 

 自己株式                    

  普通株式（注）  1,418  3  1  1,420

   合計  1,418  3  1  1,420

  
前事業年度末株式数 

（千株） 
当事業年度増加株式数

（千株） 
当事業年度減少株式数 

（千株） 
当事業年度末株式数

（千株） 

 自己株式                    

  普通株式（注）  1,420  3,563  0  4,982

   合計  1,420  3,563  0  4,982
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（リース取引関係）

前事業年度 
（平成19年６月１日から 
平成20年５月31日まで） 

当事業年度 
（平成20年６月１日から 
平成21年５月31日まで） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

減損損失
累計額相
当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

有形固定資産  567  191 －  375

無形固定資産  61  22 －  38

合計  628  214 －  414

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

減損損失
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

有形固定資産  550  262  －  287

無形固定資産  50  23  －  26

合計  600  286  －  314

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。 

（注）         同左 

（2）未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

（2）未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内 99百万円 

１年超 315  

合計 414  

１年内 94百万円 

１年超 219  

合計 314  

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

（注）         同左 

（3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

     償却費相当額及び減損損失 

（3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

     償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 109百万円 

リース資産減損勘定の取崩額 9  

減価償却費相当額 99  

支払リース料 98百万円 

リース資産減損勘定の取崩額 －  

減価償却費相当額 98  

（4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 1百万円 

１年超 2  

合計 4  

１年内 2百万円 

１年超 1  

合計 3  
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 前事業年度（平成20年５月31日現在）及び当事業年度（平成21年５月31日現在）における子会社株式及び関連会

社株式で時価のあるものはありません。 

（有価証券関係）

（税効果会計関係）

前事業年度 
（平成20年５月31日） 

当事業年度 
（平成21年５月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

（単位：百万円） （単位：百万円） 

(繰延税金資産)   

貸倒引当金損金算入限度超過額  83

投資有価証券評価損等否認  919

退職給付引当金否認  473

役員退職慰労引当金否認  59

未払事業税否認  11

固定資産減損損失   50

商品廃棄損否認   40

その他  48

繰延税金資産小計  1,686

評価性引当額  △252

繰延税金資産合計  1,433

(繰延税金負債)   

圧縮積立金  △161

その他有価証券評価差額金  △1,671

繰延税金負債合計  △1,832

繰延税金負債の純額  △399

(繰延税金資産)   

貸倒引当金損金算入限度超過額  65

投資有価証券評価損等否認  875

関係会社株式評価損否認  196

退職給付引当金否認  471

役員退職慰労引当金否認  71

固定資産減損損失   225

商品評価損否認   84

繰越欠損金  443

その他     72

繰延税金資産小計  2,506

評価性引当額  △993

繰延税金資産合計  1,512

(繰延税金負債)   

圧縮積立金  △161

その他有価証券評価差額金  △69

繰延税金負債合計  △231

繰延税金資産の純額  1,281

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳  

  (％) 

法定実効税率  40.6

(調整)   

交際費等永久に損金に算入されない項目  13.2

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 
 △32.2

法人税額の特別控除額  △6.5

住民税等均等割等  11.2

評価性引当額の増減  75.8

法人税等還付額  △3.4

外国税額控除   △4.1

その他  △0.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率  94.2

  当事業年度は税引前当期純損失であったため記載して

おりません。  
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 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（１株当たり情報）

前事業年度 
（平成19年６月１日から 
平成20年５月31日まで） 

当事業年度 
（平成20年６月１日から 
平成21年５月31日まで） 

１株当たり純資産額 1,583.40円 

１株当たり当期純利益 0.29円 

１株当たり純資産額 1,501.57円 

１株当たり当期純損失 36.64円 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
前事業年度

(平成19年６月１日から 
平成20年５月31日まで) 

当事業年度 
(平成20年６月１日から 
平成21年５月31日まで) 

１株当たり当期純利益金額            

当期純利益又は当期純損失（△）（百万円）  14  △1,802

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益 

又は当期純損失（△）（百万円） 

 14  △1,802

普通株式の期中平均株式数（千株）  49,491  49,186

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

－ － 

－57－

株式会社サカタのタネ（1377）　平成21年５月期決算短信



役員の異動 

１． 代表者の異動 

 

  ２． その他の役員の異動 

  ・昇任取締役 

  

・役員の異動 

 

  

６．その他

 氏名  新  旧 

太田 誠 

 常務取締役 

 常務執行役員 

   海外業務管掌 兼 生産・物流本部管掌 

 代表取締役専務 

 専務執行役員 

   管理本部長 兼 海外業務管掌 

 氏名  新  旧 

荒川 弘 

 専務取締役 

 専務執行役員 

   管理本部長 兼 研究本部管掌 

 常務取締役 

 常務執行役員 

   研究本部、生産・物流本部管掌 

 氏名  新  旧 

小島 良一 

 取締役 

 執行役員 

   品質管理本部長 兼 検査部長 

  兼 内部統制評価責任者  

 取締役 

 執行役員 

   品質管理本部長 兼 検査部長 
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